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仕様書

１　業務名
令和８年度（２０２６年度）上益城地域復興マルシェ実施業務

２　趣旨
令和８年熊本地震で大きな被害を受けた上益城地域について、地域内の事業者が出展する復興マルシェを熊本市で開催することにより、事業者の販路拡大の機会を創出するとともに、観光・物産需要の回復及び地域経済の活性化を図る。

３　委託期間　　
契約締結の日から令和９年（２０２７年）３月５日（金）まで

４　業務委託概要
（１）復興マルシェの実施
①日時　令和９年（２０２７年）２月の金土日曜及び祝日のうちいずれかの連続する２日間
　　　　開催時間は、概ね１０時から１７時とする。
②場所　びぷれす広場（熊本市中央区上通）または熊本市中心市街地
③概要
・イベントの内容や広報面での充実を図り、上益城地域の特産品等の展示・販売及び観光ＰＲを行う。
・ブース数は、観光ＰＲ１ブース、物販８ブース以内とする。
・来場者への防災啓発及び防災意識の向上を図るため、上益城地域振興局（以下「当局」という。）が貸与する防災パネル（Ａ２判５枚程度）を会場内に展示する。
④受託者の業務
　　　　ア　復興マルシェ全体の運営
　　　　　・準備から実績報告まで企画、運営、進捗管理を主体的に行うこと。
　　　　　・契約後、業務委託全体の詳細な工程表を作成し、提出すること。
　　　　イ　準備
　　　　　・会場の確保及び使用料の支払いを行うこと。
　　　　　・会場管理者及び関係者（出展者等）に対して、随時、復興マルシェ実施に係る打合せ、協議を行うこと。
・発電機、電気ケーブル等の設備設置等の取扱いについては、会場管理者、当局及び受託者で協議する。

　　　　　・電気使用に係る消防署協議を行うこと。また、当日の事故等が起こらないよう十分な安全対策を行い、必要に応じて、事前に関係機関と協議を行うこと。
    　　　・電気、水道の使用その他出展に必要な事項について、出展者からの申請の取りまとめや出展者への指示・連絡を行うこと。
　　　　　・必要に応じて、法令に基づく許認可手続きを行うこと。
・出展者への連絡等事前準備に係る業務全般を行うこと。ただし、出展者募集及び決定に係る事務は当局が行う。
・特産品の展示・販売に係る出展料は無料とする。
・当局を被保険者とする施設賠償責任保険(損害保険)に加入すること。
・当局と協議の上、出展要項を作成すること。
・保健所への臨時営業許可に係る申請は出展者が各自で行うこととする。
ウ　会場設営、撤収
　　　　　・会場設営、撤収に係る業務全般を行うこと。
　　　　　・ブースのデコレーションを行うとともに、出展者名を表示すること。
　　　　　・１ブースあたりの広さは観光ＰＲ、特産品の展示・販売に必要な広さとし、
売台及び椅子を必要数設置すること。
・ブースの設置は、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）及び熊本県特定食品衛生条例（昭和５０年７月１日条例第２５号）に基づく食品臨時営業許可の基準を満たすものであること。
・会場のデコレーションを行うとともに、会場内にイベントタイトルを掲出すること。
・会場の設営及び撤去は、会場管理者と必要に応じて打合せのうえ実施すること。
・出展者の商品搬入・搬出は出展者各自で行うこととし、会場管理者及び当局と打合せのうえ、出展者に必要な指示を行うこと。
・当局が貸与する防災パネルを会場内に展示すること。なお、パネルの配置、展示方法等については発注者と協議の上決定すること。
　　　　エ　復興マルシェ当日の運営
　　　　　・出展者、その他関係者からの問い合わせ等に対応するため、必要な人員を配置すること。
　　　　　・ブースへの呼び込みや観光ＰＲ等を行うためのプロモーションスタッフを１名以上配置すること。
・想定外の突発的事項が発生した場合、当局へ報告するとともに、会場責任者等関係機関と協議を行うなど、主体的かつ適切に対応すること。
　　　　オ　復興マルシェ後の出展者アンケート
　　　　　・復興マルシェ後に出展者に対しアンケートを実施し、とりまとめること。



（２）復興マルシェに係る広報
テレビ、新聞等のメディアやインターネット、ＳＮＳ等を活用し、ターゲット（熊本都市圏のファミリー層）に訴求し、イベントへの誘客及び観光客誘致・特産品ＰＲに資する広報展開を実施すること。

５　守秘義務及び個人情報の保護
受託者は、当局が承認した場合を除き、業務上知り得た情報を第三者に漏らし、又は他の目的に使用してはならない。当委託業務契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。
また、特に個人情報に関わる情報の取扱いについては、当局の指示に基づくものとする。

６　著作権
当委託業務契約により作成された成果品、契約の遂行過程で生じたすべての著作権は、すべて当局に帰属するものとし、当局が施策の推進に必要なものに使用できることとする。また、受託者（著作者含む）は、当局の当該著作権に係る行為について著作者人格権を行使しないこととする。

７　成果品及び納期
	№
	成果品
	部数
	納期

	１
	業務実績報告書
	１部
	令和９年（２０２７年）
３月５日（金）

	２
	復興マルシェの開催状況写真
	１部
	

	３
	各種広報媒体
	１部
	

	４
	１～３の電子データ
	１部
	

	５
	復興マルシェの施設賠償責任保険（損害保険）の保険証券
	１部
	



８　留意事項
・受託者は、当局と十分な連携のもとに受託業務の円滑な遂行に努めること。
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